
平成 24 年度 化学物質の排出量・移動量・取扱量の集計結果 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律」（化管法・ＰＲＴＲ法）並びに、「埼玉県生活環境保全条例」（特定化学物質

の適正管理）に基づき、人や生態系に有害なおそれがある化学物質（法 462 物

質、条例 601 物質※）を一定量以上取り扱う事業者は、毎年度、化学物質の環境

中への排出量・取扱量等について届出・報告を行い、行政がその集計結果を公

表することになっています。 

 つきましては、本市市域の平成 24 年度集計結果がまとまりましたので報告し

ます。 

※ 県条例施行規則の一部改正により、平成 26 年 4 月 1 日から「606 物質」となる。 

 １ 集計結果の概要 

 （１）届出・報告状況 

    平成 24 年度分（平成 25 年 4 月 1 日から 7 月 1 日までに届出・報告）

は、化管法該当分 87 件（過年度届出※なし）の受理、県内届出件数（1,585

件）の 5.5％を占めています。 

また、県条例該当分については、96 件（過年度報告※なし）の受理、県

内報告件数（1,606 件）の 6.0％を占めています。 

※ 通常の届出期間終了後に、届出・報告されたもの。 

表１ 届出・報告件数 

年度

届出方法 
H20 H21 H22 H23 H24 

化

管

法

書面による届出 54 39 43(3) 41(2) 36(1)

磁気ﾃﾞｨｽｸによる届出 1 1 1(0) 0(0) 4(0)

電子情報処理組織による届出 39 47 47(3) 51(4) 47(4)

合 計 94 87 91(6) 92(6) 87(5)

県

条

例

紙面による報告 82 75 54(3) 58(2) 53(1)

電子申請・届出ｻｰﾋﾞｽによる報告 27 28 41(3) 40(4) 43(4)

合 計 109 103 95(6) 98(6) 96(5)

※ 平成 22年度集計以降、鳩ヶ谷地区の届出・報告件数を含む。 

なお、（ ）内はその内数を示す。 



（２）地区別届出・報告状況 

   化管法、県条例とも、化学工業系の事業所の多くが集まる南平地区や、

工業団地としての立地から新郷地区からの届出・報告件数が上位を占めて

います。 

表２ 地区別届出・報告件数とその割合 

 中央 横曽根 青木 南平 新郷 神根 芝 安行 戸塚 鳩ヶ谷 合計

化管法
5 7 7 24 13 9 9 1 7 5 87

6％ 8％ 8％ 28％ 15％ 10％ 10％ 1％ 8％ 6％ 100％

県条例
6 8 9 28 14 9 9 1 7 5 96

6％ 8％ 9％ 29％ 15％ 9％ 9％ 1％ 7％ 5％ 100％

※ 四捨五入しているため、合計は 100％にならない。 



（３）業種別届出・報告状況 

    化管法では、燃料小売業（ガソリンスタンド）からの届出が最も多く

39 件（全届出件数の 45％）、次いで、金属製品製造業が 13 件（同 15％）、

化学工業が 9件（同 10％）となっています。 

    また、県条例についても、化管法同様、燃料小売業（ガソリンスタン

ド）からの報告が最も多く 39 件（全届出件数の 41％）、次いで、金属

製品製造業が 14 件（同 15％）、化学工業が 12 件（同 13％）となってい

ます。 

表３ 業種別届出・報告件数 

年度

業種名 

化管法 県条例 

H23 H24 H23 H24 

製造業 49(4) 44(3) 53(4) 51(3)

 木材・木製品製造業 1 1 0 0

 パルプ・紙・紙加工品製造業 2(1) 2(1) 2(1) 2(1)

 出版・印刷・同関連産業 7 7 8 8

 化学工業 10 9 13 12

 石油製品・石炭製品製造業 3 2 3 3

 プラスチック製品製造業 2 2 2 2

 ゴム製品製造業 3(2) 2(1) 3(2) 3(1)

 鉄鋼業 3 2 3 2

 金属製品製造業 14(1) 13(1) 14(1) 14(1)

 一般機械器具製造業 1 1 1 1

 電気機械器具製造業 3 3 4 4

石油卸売業 1 1 1 1

燃料小売業 39(2) 39(2) 39(2) 39(2)

洗濯業 0 0 1 1

商品検査業 1 1 1 1

一般廃棄物処理業 2 2 2 2

特別管理産業廃棄物処分業 0 0 1 1

合 計 92(6) 87(5) 98(6) 96(5)

※ 鳩ヶ谷地区の届出・報告件数を含む。 

なお、（ ）内はその内数を示す。
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２ 化管法に基づく市内の化学物質の排出量・移動量について 

（１）届出排出量・移動量の状況 

    大気・公共用水域への排出量は 208 トン、下水道・廃棄物としての移

動量は 483 トンであり、総排出量・総移動量は 691 トンでした。 

表４ 届出排出量・移動量               （単位：トン/年） 

年度 

媒体 
H23 H24 

排出量 

大気への排出 232(6) 208(2) 

公共用水域への排出 0.03(0.03) 0.02(0.01)

当該事業所における土壌への排出 － － 

当該事業所における埋立処分 － － 

排 出 量 合 計  233(6) 208(2) 

移動量 

下水道への移動   4 3(0.02) 

当該事業所の外への移動 528(1) 480(1) 

移 動 量 合 計  532(1) 483(1) 

総排出量・総移動量 765(7) 691(3) 

※ 鳩ヶ谷地区の届出排出量・移動量を含む。 

なお、（ ）内はその内数を示す。 

※ 小数点第１位で四捨五入しているため、合計は一致しない。 

図１ 届出排出量・移動量の内訳 

※ 四捨五入しているため、合計は 100％にならない。 
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図２ 届出排出量・移動量の推移 

（２）地区別届出排出量・移動量の状況 

     届出件数同様、南平地区、新郷地区の順でした。 

表５ 地区別届出排出量・移動量            （単位：トン/年） 

年度

地区 

排出量 移動量 総排出量・総移動量

H23 H24 H23 H24 H23 H24 

中 央 0.6 0.6     0 0     0.6 0.6 

横曽根 11.0 12.3     0.2 0.2    11.2 12.5 

青 木 5.6 0.9     4.6 1.4    10.2 2.3 

南 平 101.4 84.2   307.8 311.7   409.3 395.9 

新 郷 83.7 86.0    26.8 22.5   110.6 108.5 

神 根 1.7 1.7    28.0 15.0    29.7 16.7 

芝 21.2 18.3   164.0 131.7   185.1 150.0 

安 行 0.1 0.1     0 0     0.1 0.1 

戸 塚 1.1 1.1     0 0     1.1 1.1 

鳩ヶ谷 6.1 2.4     0.8 0.8     6.9 3.1 

合 計 232.5 207.5   532.3 483.3   764.8 690.9 

※ 小数点第２位で四捨五入しているため、合計は一致しない。 

トン 



図３ 地区別総排出量・総移動量 

 （３）届出排出量上位の物質 

     排出量の多かった上位５物質を見ると、トルエン（148 トン）、キシ

レン（18 トン）、トリクロロエチレン（12 トン）、ジクロロメタン（12

トン）及び、ノルマル－ヘキサン（6トン）となっており、総排出量に

対し、これら５物質が占める割合は 94％となっています。 
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 （４）届出移動量上位の物質 

     移動量の多かった上位５物質を見ると、トルエン（212 トン）、マン

ガン及びその化合物（140 トン）、ヒドロキノン（16 トン）、クロロホ

ルム（16 トン）及び、トリクロロエチレン（15 トン）となっており、

総移動量に対し、これら５物質が占める割合は 83％となっています。 

 （５）総排出量・総移動量上位の物質 

     排出量と移動量を併せ、届出の多かった上位５物質をみると、トル

エン（360 トン）、マンガン及びその化合物（140 トン）、トリクロロエ

チレン（27 トン）、キシレン（23 トン）及び、クロロホルム（16 トン）

となっており、総排出量・総移動量に対し、これら５物質が占める割

合は 82％となっています。 

図４ 総排出量・総移動量の比率（上位５物質） 

図５ トルエン届出排出量の推移 
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 （６）業種別届出排出量の状況 

排出量の多かった上位５業種をみると、出版・印刷・同関連産業（103

トン）、金属製品製造業（46 トン）、化学工業（43 トン）、電気機械器具

製造業（7 トン）及び、燃料小売業（7 トン）となっており、総排出量

に対し、これら 5業種が占める割合は 99％となっています。 

 （７）業種別届出移動量の状況 

     移動量の多かった上位５業種をみると、化学工業（247 トン）、鉄鋼

業（140 トン）、出版・印刷・同関連産業（43 トン）、金属製品製造業

（33 トン）及び、電気機械器具製造業（16 トン）となっており、総移

動量に対し、これら 5業種が占める割合は 99％となっています。 

（８）業種別総排出量・総移動量の状況 

     排出量と移動量を併せ、多かった上位５物質をみると、化学工業（291

トン）、出版・印刷・同関連産業（146 トン）、鉄鋼業（140 トン）、金

属製品製造業（79 トン）及び、電気機械器具製造業（23 トン）となっ

ており、総排出量・総移動量に対し、これら 5業種が占める割合は 98％

となっています。 

図６ 総排出量・総移動量の比率（上位５業種） 
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３ 埼玉県生活環境保全条例に基づく市内の化学物質の取扱量※について 

（１）報告取扱量の状況 

報告の対象となる特定化学物質取扱量の合計は 37,123 トンでした。 

その内訳は、第１種指定化学物質が 31,986 トン、第２種指定化学物質

が 96 トン及び、県規則で定める物質が 5,040 トンでした。 

※ 取扱量は、使用量、製造量及び、取り扱う量を総じた量のことをいう。 

図７ 対象化学物質 届出・報告の範囲 

※ 県条例施行規則の一部改正により、平成 26 年 4 月 1日から「44物質」と

なる。 

 （２）報告取扱量上位の物質 

     取扱量の多かった上位５物質を見ると、トルエン（11,647 トン）、キ

シレン（4,143 トン）、1,2,4-トリメチルベンゼン（2,645 トン）、ノル

マル－ヘキサン（2,514 トン）及び、硝酸（1,707 トン）となっており、

総取扱量に対し、これら５物質が占める割合は 61％となっています。 

図８ 取扱量の比率（上位５物質） 
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【参考】化学物質情報を掲載しているホームページ 

・経済産業省〔化学物質排出把握管理促進法〕 

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html

・環境省〔ＰＲＴＲインフォメーション広場〕 

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html

・埼玉県〔化学物質（ＰＲＴＲ、特定化学物質）〕 

http://www.pref.saitama.lg.jp/site/k-taisui/chemical.html

・独立行政法人 製品評価技術基盤機構(ＮＩＴＥ)〔化学物質管理分野〕 

http://www.prtr.nite.go.jp/prtr/prtr.html

・川口市〔化学物質の適正管理について〕 

http://www.city.kawaguchi.lg.jp/kbn/28030236/28030236.html


